
別記第１号様式（第６条関係） 

 

  年  月  日 

 

京都府知事 様 

 

所在地      ： 

事業者（団体）名  

代表者（職・氏名）： 

 

 

計画書 

 

起業支援事業費補助金の交付を受けたいので、別紙を添付して計画書を提出します。 

 

 

 １ 事業名 

 

 

 ２ 補助交付希望額：         円 

（別紙の１(3)「開業等に必要な資金の調達方法」の表中、「起業支援事業費補助金」の額を記載してください。）  

 

 

 ３ 補助事業期間 ：当該補助事業を行う期間は、以下の通りです。 

 

交付決定日以降 ～(事業完了予定日)    年   月   日 

 

 

 

 

 

（中小企業応援隊記入欄） 

上記事業をコンサルティングしました。 

年   月   日  ○○商工会／○○商工会議所 

中小企業応援隊 ○○ ○○  

  

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 



記入の手引き 別記第１号様式関係 

 

① 計画書を提出する年月日を記載してください。 

 

②所在地・事業者（団体）名、代表者（職・氏名） 

・起業、事業承継、第二創業する予定の所在地を記載してください。 

・事業者（団体）名は、起業する予定の事業者の名称を記載してください。決まって

いない場合は記入しなくても結構です。 

・代表者（職・氏名）は、起業する予定の事業者の代表者、代表者の職名、氏名を記

載してください。 

 

③ １事業名 

事業名を見ただけでどのような事業なのか分かるように計画の特徴を踏まえ、30

字程度以内で 記載してください。採択された場合は、事業名が外部に公表され

る場合がありますのでご留意ください。 

「○○製造業」「○○販売」といった業種・業態名のみのものは、テーマ名とし

て相応しくありません。 

 

④ 2補助交付希望額 

200 万円以内で、千円未満切り捨てで記入してください。なお、別紙の１（３）

「開業等に必要な資金の調達方法」の表中、「起業支援事業費補助金」の額を記載

してください。 

 

⑤ 3補助事業期間 

・交付決定日以降で令和９年１月 31日までの間で任意の日を記載してください。 



別紙 

計画書 

１ 事業概要 

（１）応募者の概要等 （項目を確認の上、記載してください。選択項目は、該当するものに☑または■にしてください。) 

①応募者 

フリガナ  

性別 
□ 男 

□ 女 

 □大正  □昭和  □平成 

   年   月   日（     才） 氏名  

連絡先住所等 

〒 

起業等

直前の

職業 

□１．会社役員 

□２．個人事業主 

□３．会社員 

□４．専業主婦・主夫 

□５．パートタイマー・アルバイト 

□６．学生 

□７．その他（                  ） 

 

TEL/携帯  

FAX  

E-MAIL  

本事業以外の

事業経営経験 

□ 事業を経験したことがない 

□ 事業を経営したことがあり、現在もその事業を続けている。 

┗ 事業形態 〔 □ 個人事業 □ 会社 □ 企業組合・協業組合 □ 特定非営利法人 〕 

事業内容 〔                                          〕 

※応募事業（新たに起業あるいは第二創業の場合）と類似の事業の場合は、差別化している点を「（２）事業内容」に記載してください。 

□ 事業を経営していたが、既にその事業をやめている。 〔やめた時期： □昭 □平 □令  年 月    〕 

職歴 

□ 昭 □ 平 □ 令   年    月  

□ 昭 □ 平 □ 令   年    月  

□ 昭 □ 平 □ 令   年    月  

□ 昭 □ 平 □ 令   年    月  

②事業形態 

開業・法人設立日等 

（予定日） 
 令和 年 月 日 

事業実施地 
（予定地） 

〒 

 

事業形態 

□ １．個人事業開業 
□ ２．株式会社設立 
□ ３．合同会社設立 
□ ４．合名会社設立 
□ ５．合資会社設立 
□ ６．企業組合設立 
□ ７．協業組合設立 
□ ８．特定非営利活動法人設立 
□ ９．その他（           ） 

起業等予定の業種 日本標準産業分類中分類   業種名 ： 

資本金又は出資金 
（会社・組合）（予定） 

千円 

（うち大企業からの出資         千円） 

株主又は出資者数 
（会社・組合）（予定） 

名 

（うち大企業からの出資 名） 

役 員 ・ 
従業員数（予定） 

合
計 

名 
内
訳 

① 役 員 ： 名 

（法人のみ） (うち大企業の役員又は職員を兼ねている者：    名) 

② 従業員 ：        名 

③ ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ ： 名 

事業に要する許認可・免許等 
（必要な場合は記載必須） 

許認可・免許等名称 ： 
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記入の手引き 別紙関係 

（全般）別紙「計画書」内の該当項目に記載しきれない場合には、必要に応じて行を追加することが可能です。 

 

①氏名 

・ フリガナを忘れずに記載してください。 

 

②連絡先住所等 

・ 審査結果等の連絡に使用します。くれぐれも記載間違いにはご注意ください。 

 

③起業等直前の職業 

・応募される直前の職業を選択してください。 

 

④本事業以外の事業経営経験 

「事業を経営したことがあり、現在もその事業を続けている。」を選択した方は、必ず「職歴」にその社名等の 

情報を記載してください。 

 

⑤職歴 

・社名だけではなく、役職、簡単な業務内容及び勤続年数等も含めて記載してください。 

・必要に応じて行を追加してください。 

 

⑥事業実施地（予定地） 

・必ず市区町村まで記載してください。 

・事業実施地（予定地）が応募要件内である京都府内か再度ご確認ください。 

 

⑦起業等予定の業種 

・個人事業・会社・組合のみならず、特定営利活動法人で応募する方も必ず記載ください。 

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html 

を参考に記載してください。 

 

⑧「資本金又は出資金」「株主又は出資者数」「役員・従業員数」について 

・みなし大企業に該当しないか、応募要件の確認をこれらの項目で行います。再度要件内であるかご確認くださ

い。 

（募集要項１５（２）「みなし大企業とは」参照） 

  

http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html


（２）事業内容（事業全体について、詳しく記載してください。） 

①事業の具体的な内容（フランチャイズ契約を締結し、行う事業ですか →□はい ・ □いいえ） 

 

（ア）事業が「社会性」の要件に該当する理由 

 

（イ）事業が「事業性」の要件に該当する理由 

 

（ウ）事業が「必要性」の要件に該当する理由 

 

（エ）事業が「デジタル技術の活用」の要件に該当する理由 

 

②本事業の動機・きっかけ及び将来の展望 

 

③本事業の知識、経験、人脈、熱意 

 

 

  

９ 

10 

 

11 

 

12 

 

13 

 

14 

 

15 

 



 

（３）開業等に必要な資金の調達方法 

新事業等の立ち上げ期間（補助事業期間）に必要な全ての資金の調達方法を記載してください。） 

調達の方法 金額  内訳（相手先・補助金名等） 

自己資金  円  

借入 ０ 円 

○親族、知人、金融機関等からの借入を記載してください。 

○○銀行○○支店 

親族からの借入 

 

（          円 ） 

（          円 ） 

（          円 ） 

補助金 ０ 円 

○今回の補助金、他の補助金を記載してください。 

起業支援事業費補助金 

※他市町村等補助金 

 

（          円 ） 

（          円 ） 

（          円 ） 

その他  円  

合計 ０ 円  

※ 他市町村等補助金の名称 

○○市創業補助金 
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記入の手引き 別紙関係 

（２）事業内容 

⑨ ①事業の具体的な内容 

事業の具体的な内容を、第三者に分かるように記載してください。業種、業態、商品、サービス内容、ターゲ

ット層、取組や提供方法など、実施する事業の特徴を具体的に記載してください。 

なお、フランチャイズ契約を締結し行う事業の場合は、当該地域における類似事業と差別化している点につ

いても記載してください。 

 

⑩ （ア）事業が社会性に該当する理由 

地域課題に対して、提供する商品・サービスを通じて解決できる事業（Ｐ３ ①地域活性化関連、②社会福

祉・社会教育・子育て支援関連）であることを説明する内容を記載してください。 

 

⑪ （イ）事業が事業性に該当する理由 

提供する商品・サービスから得られる収益によって、自律的な事業継続が可能な事業であることを説明する

内容を記載してください。 

 

⑫ （ウ）事業が必要性に該当する理由 

現状の地域課題に対して、商品・サービスの普及が十分ではなく、今後その必要性が認められる事業であ

ることを説明する内容を記載してください。 

 

⑬ （エ）事業がデジタル技術の活用に該当する理由 

起業等をする者の生産性の向上・機会損失の解消及び顧客の利便性の向上につながるデジタル技術を活

用していることを説明する内容を記載してください。 

 

⑭ 本事業の動機・きっかけ及び将来の展望 

動機やきっかけ、どのような準備をしてきたなどについて記載してください。また、本事業によって実現しよう

と考えているビジョン、思いを記載してください。 

 

⑮ 本事業の知識、経験、人脈、熱意 

・本事業を行うにあたっての基礎知識やキャリアなどについて、適宜、「職歴」欄などに記載された内容も参考

にして記載してください。 

・今までにどのような人と関わり、本事業を進める上で必要なネットワークを構築してきたのか、構築したネット

ワークからどのような支援協力を受けることが期待できるのかなどについて記載してください。 

・その他アピールしたいことがありましたら、記載してください。 

 

⑯ （３）開業等に必要な資金の調達方法 

・積算期間は、補助対象期間としてください。 

・「調達方法」には、「必要な資金」をどういった方法（自己資金、親族、知人、金融機関等からの借入）で調達

する予定なのかについて記載してください。 

・京都府内の市町村等からの補助金で調達予定の場合は、※欄下段に名称を記載してください。 

  



 

（４）６カ年計画 ①６カ年事業スケジュール 

①６年間の事業の展開を分かりやすく説明してください。 

実施時期 具体的な実施内容 

１年目 

○年○月～○月 店舗改装の準備／○年○月～○月 店舗改装工事期間 

２年目 

○○○○○○○○ 

３年目 

○○○○○○○○ 

４年目 

○○○○○○○○ 

５年目 

○○○○○○○○ 

６年目 

○○○○○○○○ 
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②６カ年の売上・利益等の計画（税抜） 
「①６カ年事業スケジュール」を元に６年間の売上、利益、経費、従業員の推移が分かる計画を記載してください。（単位：千円） 

 １年目 

（ 年 月～ 年 月） 

２年目 

（ 年 月～ 年 月） 

３年目 

（ 年 月～ 年 月） 

４年目 

（  年  月 ～  年 

月） 

５年目 

（ 年 月～ 年 月） 

６年目 

（ 年 月～ 年 月） 

（ａ）売上高 
 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

（ｂ）売上原価 
 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

（ｃ）売上総利益 

（ａ－b） 
 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

（d）販売管理費 
 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

（ｅ）営業利益 

（ｃ－ｄ） 
 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

従業員数 
 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 
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記入の手引き 別紙関係 

（4）６カ年計画 

⑰ ①６カ年事業スケジュール 

・実施時期（１年目～６年目）は、個人事業・法人の決算期に合わせてください。 

・個人事業主の開業日及び法人の設立日などを含む決算期を１年目としてください。 

・個人開業・法人設立等までに準備期間がある場合は、１年目に当該準備期間を含めて記載してください。 

・実際に行おうとする様々な取組について、時期を明示しながら、箇条書き等（具体的に）記載してください。な

お、実施済みの活動も記載してください。 

・取組の例は以下のとおりです。継続的に行うものは、各年度に記載してください。 

○ 事業開始前の取組の例 

（調査や検証、法人等の設立準備、関係者とのネットワーク構築、事業所の選定、人材募集、設備投資

関係、内外装工事期間、ウェブサイト作成、開業時期、ＰＲ活動 等） 

○ 事業開始後の取組の例 

（販路開拓の手順、売り上げ見込みに関連した交渉の予定、すでに具体化している交渉、次の事業展

開の準備 等） 

 

⑱ ②６カ年の売上・利益等の計画 

・個人事業・法人の決算期に合わせて、年度毎に記載してください。個人事業主の開業日及び法人の設立日

等を含む決算期を１年目としてください。決算期によりますので、１年目は１２ヶ月未満であっても構いませ

ん。 

・初期計画ですので実績と異なることはやむを得ませんが、売上見通しのほか「売上原価」「販売管理費」など

初期費用や固定費・変動費の発生にも十分に目を向けて、収支計画を検討してください。 

  



 

（５）予算額及び補助対象経費明細表 

 （支出）                                                              （単位：円） 

科目 予算額 
うち補助対象経費 

（消費税抜金額） 

補助対象経費の内訳 

（具体的な内容、積算明細） 

①人件費 1,900,000 1,300,000 
パート 2 名 

時給○円×○時間×○日×２人＝1,300,000 円 

②店舗等借料 1,100,000 1,000,000 月額○円×○ヶ月＝1,100,000 円 

③設備費 1,100,000 1,000,000 

内装工事 400,000 円 

機械装置 450,000 円 

備品（△△）250,000 円 

④原材料費 0 0  

⑤借料 0 0  

⑥知的財産権等管理経費  0 0  

⑦謝金 0 0  

⑧旅費 330,000 300,000 往復交通費○○×○回＝330,000 円 

⑨外注費    

⑩委託費    

⑪マーケティング調査費    

⑫広報費 440,000 400,000 

パンフレットの印刷○部 140,000 円 

○○紙への広告掲載  150,000 円×2 回＝

300,000 円 

小計額（①～⑫）（ア） 4,870,000 4,000,000  

⑬ そ の 他 （     ） （ イ ） 130,000  

 

合計額（（ア）＋（イ）） 5,000,000  

補助金交付希望額  2,000,000 （注２） 

（注１） 「補助対象経費」とは、本制度において補助対象とすることが認められる経費です。 
（注２） 起業支援事業費補助金の交付希望額は、「うち補助対象経費の小計額（①～⑫）（ア）」に補助率（１／２）を乗じた額が上限となります

（１，０００円未満切捨て、ただし２００万円が上限）。 
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記入の手引き 別紙関係 

（5）予算額及び補助対象経費明細表 

⑲（支出） 

・別記第１号様式「３ 補助事業期間」内に補助対象とするものを記載してください。補助対象経費に

ついては、募集要項「６ 補助対象経費」を参照してください。 

・消費税抜きで計算してください。 

・今回応募する事業のために必要となる経費を洗い出し、補助対象の適否を確認してください。単価

５０万円（税抜）以上の資産を取得する場合、補助事業終了後も法律に基づいた処分制限を受ける

ことになりますので、取得する場合には十分留意してください。 

・経費明細については内容を精査することがあり、当該精査により減額となる場合があります。 


